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  台湾税務および投資法令アップデート 
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所得税法 

「所得税協定における相互協議手続の適用に関する作業要点」の制定および公布 

同一多国間経済活動による所得への異なる租税管轄区域からの二重課税を避けるため、現在

台湾と租税協定を締結し発効済みの全32ヵ国のいずれも租税協定に相互協議手続の条文が

盛り込まれています。相互協議手続の基準を確立するため、財政部は2018年6日25日に「所

得税協定における相互協議手続の適用に関する作業要点」を制定し公布しました。 

要点をまとめると次の通りとなります。 

項         目 内        容 

適用範囲(第 2 点) 台湾または他方、あるいは双方の地域の措置により、租税協定の規定に

適合しない課税を受けたと認める者または受けることになると認める

者。例えば、次の場合があげられる。 

1. 双方の地域の居住者について、居住者の地位に関する最終決定。 

2. 恒久的施設の認定およびその事業所得の帰属により生じる二重課税。 

3. 所得税協定の減免規定の適用に関する争議。 

4. 移転価格の対応的調整。 

5. 二国間事前確認制度、または多国間事前確認制度。 

6. 無差別待遇に関する争議。 

7. 二重課税の排除の適用に関する争議。 

8. 所得税協定の適用または解釈により生じた二重課税、所得税協定によ

り排除できなかった二重課税に関するその他の争議。 

申請条件(第 4 点) 1. 適用者：台湾、他方または双方の居住者である者。 

2. 適用税目：所得税に限る。 

3. 適用期間：所得税協定の有効期間中の税務案件。 

申請期限(第 5 点) 課税通知書の受領日から 3 年以内に申請。 

決議事項の実行 税務案件が決議に達し、台湾政府がこれに合わせて実行しなければなら

ない場合、該当する管轄官庁は決議の日から 90 日以内に実行しなけれ

ばならない。 

外国の法律により設立され、実質的管理の場所(PEM)が台湾内に所在する営利事業

の未処分利益課税に関する計算規定 

財政部は2018年7月30日に台財税第10704621981号通達を公布し、PEMが未処分利益課税を

計算する際には、台湾の商業会計法、証券取引法またはその他法令に定める財務報告書の作

成に関する規定により処理した金額を基準としなければならないと規定しました。なお、こ

の通達は、所得税法第43条の4の施行日(現時点ではまだ未施行)より発効となります。 
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個人または営利事業者の行政法人への寄付金については、金額の制限なく個人の申

告上は列挙控除、または営利事業者の申告上損金算入可能 

個人または営利事業の「行政法人法」により設立された中央もしくは地方行政法人への寄付

金は、政府への寄付金の場合と同様に取り扱い、所得税申告時に寄付金を申告し、金額は制

限を受けません。現在設立されている行政法人は下記の通りです。 

中央行政法人 

国家表演芸術中心 
国家中山科学研究院 
国家災害防救科技中心 
国家運動訓練中心 
国家住宅及び都市更新中心 

地方行政法人 

高雄市専業文化機構 
台南市美術館 
高雄市立図書館 
高雄流行音樂中心 

営業税法 

越境EC(国際電子商取引)業者による台湾内個人への電子役務の販売について、2019
年1月1日よりクラウド発票発行が必要 

越境EC(国際電子商取引)業者が台湾内の個人に電子役務を販売する場合、2019年1月1日より、

「統一発票使用規定」に従いクラウド発票を発行することが必要となります。ただし、営利

事業者が作業システムを更新し電子発票総合サービスプラットフォームとのインターフェイ

スを整える等の準備にはまだ時間や労力が要されることを勘案し、財政部は2018年7月16日

に台財税第10704607091号通達を公布し、2019年12月31日以降、クラウド発票を発行してい

ない営業事業者が営業税法および税金徴収法により処罰を受けることがないよう主務機関は

積極的に指導しなければならないと定めました。 

会社法 

会社法一部改正案が2018年8月1日に総統令により公布 

立法院(国会)において2018年7月6日に会社法の一部条文の改正案が三読を通過(=最終可決)

し、8月1日に総統により公布されました(華総一経字第10700083291号通達)。施行日は別途

行政院が定めます。今回の改正会社法の改正のポイントおよび分析については、台湾税務お

よび投資法令アップデートの「特別号：会社法改正案が三読会を通過」を参照ください。な

お、改正理由を含む改正条文の詳細は、経済部商業司全国商工行政サービスポータルサイト

の「会社法改正専門エリア」(https://goo.gl/5PPhQB)で確認することができます。 
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